

[image: image1.emf]                        繊維企業連携新素材開発等   支援 事業 補助金   公募要領         県域を越えた 中小企業 連携 による   新素材開発・販路開拓 に対する支援                         株式会社繊維リソースいしかわ   公益財団法人ふくい産業支援センター  


１．目的

固有の技術やノウハウを有する繊維企業が県域を越えた連携の下で行う新素材開発から販路開拓に至るまでの様々な段階における取り組みを支援することで、産地の自立化を加速させることを目的としています。

２．補助対象者

　石川県または福井県に主たる事業所を有する者で構成された連携体のうち、以下(1)から(3)のすべてを満たす者を補助対象者とします。
(1)
繊維産業(※1)を営む者

(2)
原則、中小企業者(※2)で構成された連携体（各県１者以上、合計３者以上）
(3)
運営規約（任意様式）、事務処理体制、経理体制が整備され実施主体として適当な者
（※1）繊維産業とは、統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類中分類に定める「繊維工業」および「繊維・衣服等卸売業」をいう。但し、「繊維・衣服等卸売業」については、製品の企画・開発に主体的に関わる者のみ補助対象とする。
（※2）中小企業者とは、中小企業基本法第２条第１項および第２項（昭和３８年法律第１５４号）に規定する会社および個人をいう。ただし、次のいずれかに掲げる者（以下、「みなし大企業」という。）を除く。
● 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者。

● 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者。

● 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者。

　     なお、上記にあたっては、みなし大企業も大企業として扱う。
本事業の申請は連携体の代表事業者を決めた上で、代表事業者が申請することとします。なお、代表事業者が行う事業に限らず、補助対象となる連携体の事業者（以下連携事業者という。）が行う事業についても補助対象とします。この場合、代表事業者は連携事業者の当該事業にかかる支出の証拠書類（見積書、納品書、請求書、領収書等）を取りまとめ、検査時に備えておく必要があります。

また、補助金交付申請の際は、連携事業者は代表事業者に対して、自社分の補助対象経費にかかる補助金の請求を委任状にて委任してください。代表事業者は経費負担分に応じて補助金を連携事業者に分配していただくことになります。
　 

３．補助対象事業

連携企業の技術・ノウハウを活用した新素材開発（試作、研究開発、評価等を含む）、連携企業の技術・ノウハウを活用した新素材の販路開拓を図る目的での展示会等の開催または展示会等への出展等（既存商品の展示等を伴うものでも可）の事業を対象とします。

＜補助対象事業における主な留意事項＞

（１）補助対象外事業について

次のいずれかに該当する事業については、補助対象になりません。

・　同一年度内に他の公的機関等から重複して資金交付を受けている事業

　　※　他の公的機関等から資金交付を受けている場合には、事前に㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふく
　　　　い産業支援センターにご相談ください。
　・　市場調査にとどまるものなど、事業化を念頭に置いていない事業
・　生産技術・生産工程等の向上など、新素材開発を伴わない事業
· 補助対象事業経費が機械装置または工具・器具等の購入等に要する経費のみで構成されている事業
・　事業の主たる開発を外注または委託する事業

・　営利活動とみなされる原材料の仕入れ等を行う事業
（２）試作品等の評価について

　 本事業で開発した試作品等は、補助事業期間内において、性能評価・顧客評価を行うため、試験機関やユーザーに必要な個数を無償譲渡・無償貸与・無償供与することができます（有償譲渡は認められません）。ただしその場合、譲渡等の相手先が分かる資料を備えていただく必要があります。
　　なお、「５．補助対象経費（２）補助対象経費の取扱い」のとおり、補助事業期間終了後において、本事業で開発した試作品の処分等（譲渡、貸付、廃棄）を行う場合に当たっては、事前に㈱繊維リソースいしかわまたは（公財）ふくい産業支援センターの承認を得なければならないものとします。また、処分により収入があったときは、交付した補助金の全部または一部に相当する金額を納付していただくことになります。
（３）仕掛け品の扱い

　 既に持っている仕掛品を仕上げる試作品の開発について、まだ技術的課題が残っている場合は補助対象事業となります。ただし、補助金交付決定日以降に発生する経費のみが補助対象と認められます。
４．補助内容

（１）補助事業期間

　　　交付決定日より平成３２年３月までです。交付決定前に、発注・契約したものにつきましては、補助対象となりませんので、ご注意ください。

（２）補助率等
　　　補助率は、補助対象経費の３分の２以内とし、予算（1,500万円）の範囲内で（１件の下限100万円）、２～４件程度を採択（予定）。
５．補助対象経費

（１）補助対象経費一覧

補助対象と認められる経費としては、以下のものを対象といたします。

	経費区分
	内　　　　　容

	試作・開発費

	技術導入費


	試作品の開発に当たり、外部からの技術指導を特に必要とする場合、技術者、専門家（法人も含む）等に支払われる謝金・旅費等の経費。

※契約書または委嘱、応嘱等の手続きを取り交わしたものが、補助対象となります。

※実地を伴わない電話・ＦＡＸおよびメールのみによる指導は、補助対象となりません。

※謝金は必要に応じて源泉徴収を行い、当該処理を示す資料を整備

　してください。


	経費区分
	内　　　　　容

	試作・開発費
	備品・原材料費
	試作品の開発に必要な部品、原材料、消耗品等を購入するために支払われる経費

※原材料、消耗品は、受払簿により管理する必要があります。

※備品、試作品は、管理台帳を作成し、管理する必要があります。

	
	外注加工費
	試作品の開発にあたり、必要な加工等を外注する場合に支払われる経費

	
	機械装置費
	機械装置または工具・器具等の購入、試作、改良、据え付けまたは借用に要する経費（なお、改良とは機能を高め、または耐久性を増すための行為をいうもので、自社の機械の改造等を指す）

	
	委託費
	試作品の開発にあたり、必要な設計やデザイン、実験・分析等を外部に委託して行うために支払われる経費

※委託契約の締結が必要です。

	
	産業財産権等取得費
	事業遂行に必要な産業財産権等を取得するための経費

	
	その他の経費
	上記以外の費用で、㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターが特に必要と認める経費

	販路開拓費
	技術導入費


	販路開拓に当たり、外部からの技術指導を特に必要とする場合、技

術者、専門家（法人も含む）等に支払われる謝金・旅費等の経費。

※契約書または委嘱、応嘱等の手続きを取り交わしたものが、補助対象となります。

※実地を伴わない電話・ＦＡＸおよびメールのみによる指導は、補助対象となりません。

※謝金は必要に応じて源泉徴収を行い、当該処理を示す資料を整備してください。

	
	旅費
	販路開拓にあたり、従業員へ展示会出展、出張等に必要な旅費として支払われる経費

	
	会場借料
	会議を開催または展示会事業等を行う場合に会場費として支払われる経費

	
	会場整備費
	展示会事業等を行う場合に会場の装飾等を行うために支払われる経費

	
	印刷製本費
	展示会事業等を行う場合に内容を周知させるために配布するパンフレット・ポスター等を作成するために支払われる経費

	
	通信運搬費
	郵便代、運送代等として支払われる経費

	
	広告宣伝費
	事業遂行に必要な広告等を活用する費用として支払われる経費

	
	通訳・翻訳料
	通訳または翻訳を依頼する場合に支払われる経費

	
	委託費
	事業遂行に必要な調査等を委託する場合に支払われる経費（試作・開発費に係る部分を除く。）

	
	その他の経費
	上記以外の費用で、㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターが特に必要と認める経費


（２）補助対象経費の取扱い

　I　共通事項

　　①補助対象外経費について（事業全般）
　　　 以下に掲げる経費は補助対象外になります。

　　　・　交付決定日に着手済みの事業に関する経費（見積発注、検収、納品、代金支払等）

　　　・　連携体の企業からの機器の貸借費や加工費、物品の購入費等

　　　・　補助事業者（自社、親会社、子会社、関連会社および関係会社等）の利益相当額が含
まれる調達

　　　・　還付制度のある海外付加価値税（ＶＡＴ還付により、補助金返還相当額を返還してい
ただく場合があります。）

・　生産を行うための直接的な経費等（生産設備、システム導入および原材料等）
・　中古品の購入費
・　保証金、敷金、保険料、公租公課（消費税および地方消費税等）

・　飲食費、接待費、交際費、遊興・娯楽に要する費用

　※　補助対象となるか否かにつきましてご不明な点がございましたら、㈱繊維リソースい

　　　しかわまたは(公財)ふくい産業支援センターに事前にご確認ください。

②財産の取扱いについて

・　補助事業により取得した機械等の財産（機械装置・備品）または効用の増加した財産
（機械の改良・試作品（効用が増加した仕掛け品を含む）等）については、補助事業の
終了後も交付要綱に定める処分制限期間中は善良なる管理者の注意をもって管理し、補
助金交付の目的に従って効果的運用を図ってください。
これらの財産の処分等（目的外使用（事業の成果を活用せずに実施する生産活動への
転用等）、譲渡、貸付、廃棄等）に当たっては、事前に㈱繊維リソースいしかわまたは(公
財)ふくい産業支援センターの承認を得なければなりません。また、処分により収入があ
ると認められる場合、交付した補助金の全部または一部に相当する金額を㈱繊維リソー
スいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターに納付していただきます。
・　事業の成果を活用して実施する事業に使用するために、取得財産（設備のみ）を生産
活動へ転用（財産の所有者の変更を伴わない目的外使用）する場合は、事前に㈱繊維リ
ソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターの承認を得ることで、財産処分に
かかる収入の納付が免除されます。

　Ⅱ　各経費種別の取扱い

1 旅費全般（技術導入費含む）
・　海外旅費は海外における商談会および展示会へ参加する場合の経費を対象とします（２名限度）
・　交通費はグランクラス料金、グリーン料金およびのぞみ料金は対象外とします。ま
た、ガソリン代、タクシー代、レンタカー代も補助対象外となります。
・　航空機を利用した場合は、必ず半券を保管してください。

・　宿泊費について東京・大阪は10,900円を上限、その他は9,800円を上限とします。
②備品・原材料費
・　補助事業期間中に使用されない原材料については、補助対象外となります。
・　汎用性があり、補助対象事業以外に使用できる可能性が高いもの（パソコン、プリ

ンタなど）は補助対象外となります。

③外注加工費
　　　　・　見積書、発注書、注文書、注文請書、納品書等を証拠書類として整理・保管してく

ださい。

　　　　・　数量を「一式」とする場合は、その内訳表を作成してください。

④機械装置費
　　　　・　購入にあたっては、カタログ、仕様書、価格表、機種選定理由書、見積書、発注書

または注文書（写）、契約書、検収調書などを証拠資料として整理・保管してください。

　　　　・　改良にあたっても、上記に準じて証拠書類を整理・保管してください。

　　　　・　借用の場合で借用期間が補助対象期間を越える場合は、按分比例の方法により当該

補助対象期間分のみが対象となります。

　　　　・　数量を「一式」として購入等する場合は、その内訳表を作成してください。

　　　　・　取得または効用が増加した機械装置等については、備品台帳を設け、その保管状況

を明らかにし、補助事業が完了した後も善良な管理の下償却期間内保管してください。　
⑤産業財産権等取得費
　　 ・　国際特許出願に要する経費や、特許庁に納付される経費（特許出願手数料、審査請求料および特許料等）は補助対象外とします。

・　権利の出願が確認できる証拠書類を整理・保管してください。

⑥会場借料・会場整備費
・　展示会に出展する場合には、出展ブース、出展物の状況、当日の会場風景が分かる

写真などの証拠書類を保管・管理してください。
⑦広告宣伝費
　　　　・　新聞、雑誌、ホームページ作成等の広告などについては、販路開拓および製品のPR
　　　　　を行う場合のみ補助対象となります。
　　　　・　証拠書類として、発注書、注文書ならびに注文請書、納品書、請求書、領収書のほ

か、広告が掲載された新聞等を整理・保管してください。

（３）補助対象経費の支出にあたっての注意事項
　　　①　３万円未満の契約では見積書を徴しないことができます。１０万円以上の金額を支出
（契約）する場合は、原則、複数の業者から見積書（競争見積）を取り、相手方を決定
してください。ただし、特定の相手方でなければならない理由がある場合は、１社のみ
の見積書（特命随意契約）で可としますが、必ずその理由を書面により整備してくださ
い（相手方選定理由書）。
また、契約額が１００万円以上の場合は契約書を、５０万円以上の場合は請書を作成

してください。

②　補助金の使途を明確にして、証拠書類として見積書、注文書、契約書または注文請書、

納品書、検収書、請求書ならびに銀行振込依頼書（控）、取引先からの領収書、支払を証

明する書類等を整理し、十分に注意して保管、整備してください。

　③　補助事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、交付年度終了後５年間保存してください。
６．事業の流れ
（１）フローチャート
















（２）スケジュール

	日程
	内容

	平成３１年４月１５日（月）～５月１０日（金）
	公募

	平成３１年５月下旬～６月下旬
	ヒアリング・審査

	平成３１年７月上旬
	交付決定・事業開始


７．応募

（１）計画提出

次の書類を、持参もしくは郵送または宅配便にて、代表事業者が主たる事業所を有する県の窓口に２部提出してください（ＦＡＸ、メール等での提出は認められません）。
	提出書類
	備考

	1 事業計画書
	所定の事業計画書を提出してください。

様式は、㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターのホームページからダウンロードできます。
【㈱繊維リソースいしかわURL】

https://www.ita.or.jp/
【（公財）ふくい産業支援センターURL】
http://www.fisc.jp/technology/fiber/

	2 過去２年間の決算書（貸借対照表、損益計算書）
	直前に決算月が到来予定である場合や決算月が過ぎているが決算書が出来ていない場合などは、直近の残高試算表もご用意ください。

また、過去２年間の貸借対照表、損益計算書を用意できない場合などは、別途ご相談ください。

	3 役員の一覧表
	資本金の構成員およびその出資額が分かるものを提出してください。

	4 登記事項証明書等
	現在事項全部証明書

但し、個人の場合は住民票

	5 県税納税証明書
	県税に未納がない旨の証明書

	6 運営規約等
	運営規約など、グループの運営に関して分かるものを提出してください。


（２）提出期限

平成３１年５月１０日（金）１７：００（必着）

８．審査
（１）審査方法

・　事業計画につきまして、㈱繊維リソースいしかわおよび(公財)ふくい産業支援センター
とで設置する審査委員会にて、審査をいたします。

・　審査にあたり、事前に事業計画等に関しまして、ヒアリングを実施させていただくこと
があります。

・　審査方法は、審査基準により採点を行い、点数上位者から採択を決定いたします。

・　審査委員会は、非公開で行われ、審査経過に関する問い合わせには応じられません。

	区　分
	内　　　　　容

	新規性・競争優位性
	・社会的、地域的に新しい取組みであること。

・競合商品との比較において、競争優位性のある特徴を持っているか。

	市場性・成長性
	・販売ターゲットが明確であり、そのターゲットにニーズがあるか、またはニーズを掘り起こすことが可能であること。

・今後の事業拡大が見込める商品であるか。

	連携の有効性
	・事業遂行にあたり、県域を越えた連携体の構築により、連携事業者のノウハウ、技術等が十分に活用され、連携が有効に働いているか。

	実現可能性
	・事業実施に関する熱意、経験、知識が十分であること。

・組織的体制、資金計画、実施内容やスケジュール等が適正で合理性があるか。

	地域経済への波及性
	・地域の中小企業への波及効果や、地域イメージの向上など、地域経済の発展に貢献する可能性があるか。

	事業成果の妥当性
	・事業実施による成果目標が妥当か。


（２）審査基準

　　　次のような観点から、審査を実施いたします。

（３）採択件数（予定）

　　　２～４件程度
（４）通知

　　　審査結果につきましては、後日、㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターから通知いたします。その後、採択された方は、別途、交付に係る手続きを行っていただきます。なお、採択された場合であっても、予算の都合等により希望金額が減額される場合があります。

（５）その他

・　採択に係る会議等への出席および事業概要のプレゼン等をお願いすることがあります。
・　企業名、住所、電話番号、代表者名、事業名、事業期間、補助金額を公表する場合があ
ります。

９．補助金の交付
　 採択後、交付申請書（１部）を提出していただき、予算について確認させていただいた上で、
交付決定となります。その後、実績報告書を提出していただき、実地検査後に精算払となります。
補助金の支払先は連携体の代表事業者となります。
10．その他の留意点

補助事業として採択された場合は、以下につきまして、ご了承ください。

1 交付決定を受けた後、補助事業の経費の配分または内容を変更しようとする場合、もしくは補助事業を中止または廃止しようとする場合は、事前に承認を得なければなりません。

2 補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の確認ができない場合については、当該物件等に係る金額は、補助対象外となります。

③ 補助事業期間中の進捗状況確認および補助事業終了後の確定検査のため、㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターが実地検査を行いますので、ご協力ください。
④ 補助事業者が「繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補助金の交付取消・返還、 

不正の内容の公表等を行うことがあります。

⑤ 補助事業終了後も、補助事業につきまして、その状況の報告（事業化状況報告）が必要です。

別記様式第１号（第５条関係）
番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様


　

所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金事業計画書

　平成　　年度において、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金の交付を受けたいので、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により関係書類を添えて申請します。

記
１　事業計画書　　　別紙１のとおり
２　役員の一覧表
３　全部事項証明書の現在事項証明書（またはこれに準ずるもの）
４　最近２カ年の決算書の写し

（貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書（直近２期分）（個人事業者の場合は税務申告書）
５　県税に未納がない旨の証明書
６　連携体に関する規約案等

７　その他の参考となる資料

※２から５については連携企業すべてについて提出すること

別紙１
繊維企業連携新素材開発等支援事業計画書
　（１）申請者（代表企業）および連絡担当者
	１．申請者（代表企業）

	
	フリガナ：
名　　称：
 代表者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＵＲＬ：

	
	設立日
	      年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：



（２）その他連携企業および連絡担当者
	１．連携企業①および連絡担当者

	
	フリガナ：
名　　称：
 代表者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＵＲＬ：

	
	設立日
	      年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


	１．連携企業②および連絡担当者

	
	フリガナ：
名　　称：
 代表者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＵＲＬ：

	
	設立日
	      年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


　（３）事業内容
	１．実施計画名


	２．背景・現状


	３．事業内容


	４．素材・製品の特徴

	
	(１)新規性


	
	(２)競合する素材・製品（競合に対する優位性）


	５．各企業の強み（固有の技術等）


	６．各企業が連携することによる相乗効果と課題


	７．需要開拓

	
	(１)市場ニーズおよび想定顧客


	
	(２)営業・広告手段（出展予定展示会等）


	
	(３)販売先


	８．事業目標


	９．地域経済、産業への貢献、波及効果等


	10．実施日程および計画
　（開始予定）平成　年　月　日
　（完了予定）平成　年　月　日
実施内容
（素材開発点数および売上計画についても記載すること）
（H  . ～ H  . ）
２年目（今後の展望）
（H  . ～ H  . ）
３年目（今後の展望）
（H  . ～ H  . ）



	11．事業実施体制


	12．補助金の交付を受けた実績および当該年度の他の補助金への申請状況（予定を含む）



（４）本年度の経費明細表
	１．資金調達内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
区　　　　分
金　　　額
説　　　　　明
事業補助金
円
自己資金
円
借入金
円
その他
円
合計
円


	２．経費明細表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
区　　　分
事業費

（円）
補助対象経費

（円）
補助

希望額

（円）
経費の積算
添付
書類
経費区分
内　容
補助対象経費
試
作

・

開

発

費
小　計
販
路

開

拓

費
小　計
合　　　計
補助対象外経費
総合計
　


連携体の規約例
　株式会社Ａ、株式会社Ｂおよび株式会社Ｃ（以下個別に各法人等を称するときは「契約者」という。）は、次の各条項に従い、○○○○○事業（以下「本事業」という。）を遂行するため、連携体規約（以下「本規約」という。）を締結する。

第１章　基本的事項

（事業の目的）

第1条 　本事業は、契約者相互間の信頼関係を基盤として、それぞれの持つ情報や技術力を

活用し、対等な立場で連携して行う新商品の開発、製造、販売を目的とする。

（連携事業の内容）

第２条　契約者が、連携して実施する事業の内容は次のとおりとする。

　（１）○○○開発事業
（２）○○○販路開拓事業
（業務の範囲）

第3条 　本事業で行う業務は、前条で定める連携事業の内容に関するあらゆる業務を含む

ものとする。

２　本規約は、契約者が前条で定める連携事業の内容の他に行う新商品開発等を規制または
抑制するものではない。

（代表者の設置）

第４条　本事業の実施について、株式会社Ａを代表者とする。

２　本事業の代表者は、本事業の実施に関し、契約者を代表して、対外的連絡調整を行うものとする。

（運営委員会）

第５条　本事業を遂行するため、各契約者を代表する委員各１名をもって構成する運営委員会（以下「本委員会」という。）を設け、本事業に関する事項を協議の上、決定するものとする。

２　本委員会の事務局は、株式会社Ａに置く。

３　本委員会では、次の事項を協議する。

　ア　本事業の実施方針に関する事項

　イ　本事業の事業計画に関する事項

　ウ　予算に関する事項

　エ　決算に関する事項

　オ　役割分担に関する事項

　カ　費用負担および収入配分に関する事項

　キ　本規約の変更に関する事項

　ク　その他事業の実施に関する事項

第２章　情報の交換および秘密保持
（資料、情報の交換）

第６条　契約者は、本規約の有効期間中、本事業の遂行に必要な各契約者が所有する資料、情報を相互に交換する。ただし、第三者との契約により秘密保持義務を負っているものは、この限りではない。

（秘密保持）

第７条　契約者は、秘密情報を善良なる管理者の注意義務をもって保持し、これを第三者に開示、漏洩せず、また本事業の目的以外に流用しないものとする。

第３章　商品開発および販路開拓

（商品開発および販路開拓）

第８条　契約者は、運営委員会において定めた役割分担により○○○○を開発し、販路開拓

を行う。

（商品開発および販路開拓の費用負担）

第９条　契約者は、商品開発および販路開拓を行うにあたり、運営委員会において定めた費

用負担割合によりその費用を分担する。

（第三者との共同事業の制限）

第１０条　契約者は、他の契約者全ての同意なくして本事業と同一目的の事業の全部又は一部を第三者と共同して行い、又は第三者から受託してはならない。

（成果の取扱およびその帰属）

第１１条　商品開発の成果とは、本商品開発により得られた実用新案、意匠、商標等の成果をいう。

２　前項に定める本商品開発の成果は原則として契約者の共有とする。
第４章　そ の 他

（参加）

第１２条　本事業に新たに参加したいとの申し込みがあったときは、契約者の合意により、新たな者の参加を認めることができる。

２　前項により参加を認める場合、新たな者と契約者は、本規約について新たに契約を締結するものとする。

（脱退）

第１３条　契約者は、いずれの責にも属さない理由により本規約を継続しがたい特別の事情が生じた場合には、他の契約者と協議の上、本事業から脱退することができる。

２　前項の場合、脱退する契約者につき、脱退する時点までに本事業の遂行に要した費用を集計し、本規約に定める費用負担の割合による費用を負担させるものとする。

（除名）

第１４条　契約者のいずれかの者が次の各号のいずれかに該当するとき、その契約者を除いた全ての契約者は、その契約者に対し該当する旨通知するとともに、その契約者に弁明の機会を与えた上で、その契約者を本事業から脱退させることができる。

　　（１）正当な事由なく本事業の遂行に協力しないとき

　　（２）本事業の履行に関し、不当または不正の行為があったとき

　　（３）本規約に違反したとき

２　前条第２項の規定を、前項の場合に準用する。

（損害賠償）

第１５条　契約者は、本規約に違反して、他の契約者に損害を与えたとき、それによって生

じた損害を賠償しなければならない。

（有効期間）

第１６条　本規約の存続期間は、○年とする。

２　前項の存続期間は、契約者全員の同意を得て、これを変更することができる。

（本規約に定めのない事項）

第１７条　本規約に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

本規約の成立を証するため、本書３通を作成し、各契約者記名捺印の上、各1通を保有する。

平成　　年　　月　　日

株式会社Ａ　代表取締役　○○○○　印

株式会社Ｂ　代表取締役　○○○○　印

株式会社Ｃ　代表取締役　○○○○　印

　※商品開発や販路開拓だけでなく量産品の製造・販売まで事業が進んだ際には、グループ

内での取引条件（費用やリスクの負担、収益の分配等必要と思われる事項）について、

規約に追加するか、別途契約を結ぶなどしてください。
①公　募





②計画提出





④採　択











補助事業者


（代表事業者）





㈱繊維リソース


いしかわ





⑤交付申請





⑥交付決定





　　　（⑦中間検査等）





（公財）ふくい


産業支援センター





⑧実績報告





⑨確定検査





　　⑩補助金請求





⑪補助金交付





③審査





（注）申請書、実績報告書等の提出については、連携体の代表事業者が、自社が主たる事業所を有する県の窓口に提出する。





審査委員会





申請様式





※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること





取組内容�
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繊維企業連携新素材開発等

支援事業補助金

公募要領




県域を越えた中小企業連携による

新素材開発・販路開拓に対する支援


株式会社繊維リソースいしかわ

公益財団法人ふくい産業支援センター


１．目的


固有の技術やノウハウを有する繊維企業が県域を越えた連携の下で行う新素材開発から販路開拓に至るまでの様々な段階における取り組みを支援することで、産地の自立化を加速させることを目的としています。


２．補助対象者


　石川県または福井県に主たる事業所を有する者で構成された連携体のうち、以下(1)から(3)のすべてを満たす者を補助対象者とします。

(1)
繊維産業(※1)を営む者


(2)
原則、中小企業者(※2)で構成された連携体（各県１者以上、合計３者以上）

(3)
運営規約（任意様式）、事務処理体制、経理体制が整備され実施主体として適当な者

（※1）繊維産業とは、統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類中分類に定める「繊維工業」および「繊維・衣服等卸売業」をいう。但し、「繊維・衣服等卸売業」については、製品の企画・開発に主体的に関わる者のみ補助対象とする。

（※2）中小企業者とは、中小企業基本法第２条第１項および第２項（昭和３８年法律第１５４号）に規定する会社および個人をいう。ただし、次のいずれかに掲げる者（以下、「みなし大企業」という。）を除く。

● 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者。


● 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者。


● 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者。


　     なお、上記にあたっては、みなし大企業も大企業として扱う。

本事業の申請は連携体の代表事業者を決めた上で、代表事業者が申請することとします。なお、代表事業者が行う事業に限らず、補助対象となる連携体の事業者（以下連携事業者という。）が行う事業についても補助対象とします。この場合、代表事業者は連携事業者の当該事業にかかる支出の証拠書類（見積書、納品書、請求書、領収書等）を取りまとめ、検査時に備えておく必要があります。


また、補助金交付申請の際は、連携事業者は代表事業者に対して、自社分の補助対象経費にかかる補助金の請求を委任状にて委任してください。代表事業者は経費負担分に応じて補助金を連携事業者に分配していただくことになります。

　 


３．補助対象事業


連携企業の技術・ノウハウを活用した新素材開発（試作、研究開発、評価等を含む）、連携企業の技術・ノウハウを活用した新素材の販路開拓を図る目的での展示会等の開催または展示会等への出展等（既存商品の展示等を伴うものでも可）の事業を対象とします。


＜補助対象事業における主な留意事項＞


（１）補助対象外事業について


次のいずれかに該当する事業については、補助対象になりません。


・　同一年度内に他の公的機関等から重複して資金交付を受けている事業


　　※　他の公的機関等から資金交付を受けている場合には、事前に㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふく

　　　　い産業支援センターにご相談ください。

　・　市場調査にとどまるものなど、事業化を念頭に置いていない事業

・　生産技術・生産工程等の向上など、新素材開発を伴わない事業

· 補助対象事業経費が機械装置または工具・器具等の購入等に要する経費のみで構成されている事業

・　事業の主たる開発を外注または委託する事業


・　営利活動とみなされる原材料の仕入れ等を行う事業

（２）試作品等の評価について


　 本事業で開発した試作品等は、補助事業期間内において、性能評価・顧客評価を行うため、試験機関やユーザーに必要な個数を無償譲渡・無償貸与・無償供与することができます（有償譲渡は認められません）。ただしその場合、譲渡等の相手先が分かる資料を備えていただく必要があります。

　　なお、「５．補助対象経費（２）補助対象経費の取扱い」のとおり、補助事業期間終了後において、本事業で開発した試作品の処分等（譲渡、貸付、廃棄）を行う場合に当たっては、事前に㈱繊維リソースいしかわまたは（公財）ふくい産業支援センターの承認を得なければならないものとします。また、処分により収入があったときは、交付した補助金の全部または一部に相当する金額を納付していただくことになります。

（３）仕掛け品の扱い


　 既に持っている仕掛品を仕上げる試作品の開発について、まだ技術的課題が残っている場合は補助対象事業となります。ただし、補助金交付決定日以降に発生する経費のみが補助対象と認められます。

４．補助内容


（１）補助事業期間


　　　交付決定日より平成３０年３月までです。交付決定前に、発注・契約したものにつきましては、補助対象となりませんので、ご注意ください。


（２）補助率


　　　補助対象経費の３分の２以内。

（３）補助限度額


　　　補助対象と認められる経費であって、１，０００万円以内（下限１００万円）。

５．補助対象経費


（１）補助対象経費一覧


補助対象と認められる経費としては、以下のものを対象といたします。


		経費区分

		内　　　　　容



		試作・開発費



		技術導入費




		試作品の開発に当たり、外部からの技術指導を特に必要とする場合、技術者、専門家（法人も含む）等に支払われる謝金・旅費等の経費。


※契約書または委嘱、応嘱等の手続きを取り交わしたものが、補助対象となります。


※実地を伴わない電話・ＦＡＸおよびメールのみによる指導は、補助対象となりません。


※謝金は必要に応じて源泉徴収を行い、当該処理を示す資料を整備


　してください。



		経費区分

		内　　　　　容



		試作・開発費

		備品・原材料費

		試作品の開発に必要な部品、原材料、消耗品等を購入するために支払われる経費


※原材料、消耗品は、受払簿により管理する必要があります。


※備品、試作品は、管理台帳を作成し、管理する必要があります。



		

		外注加工費

		試作品の開発にあたり、必要な加工等を外注する場合に支払われる経費



		

		機械装置費

		機械装置または工具・器具等の購入、試作、改良、据え付けまたは借用に要する経費（なお、改良とは機能を高め、または耐久性を増すための行為をいうもので、自社の機械の改造等を指す）



		

		委託費

		試作品の開発にあたり、必要な設計やデザイン、実験・分析等を外部に委託して行うために支払われる経費


※委託契約の締結が必要です。



		

		産業財産権等取得費

		事業遂行に必要な産業財産権等を取得するための経費



		

		その他の経費

		上記以外の費用で、㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターが特に必要と認める経費



		販路開拓費

		技術導入費




		販路開拓に当たり、外部からの技術指導を特に必要とする場合、技


術者、専門家（法人も含む）等に支払われる謝金・旅費等の経費。


※契約書または委嘱、応嘱等の手続きを取り交わしたものが、補助対象となります。


※実地を伴わない電話・ＦＡＸおよびメールのみによる指導は、補助対象となりません。


※謝金は必要に応じて源泉徴収を行い、当該処理を示す資料を整備してください。



		

		旅費

		販路開拓にあたり、従業員へ展示会出展、出張等に必要な旅費として支払われる経費



		

		会場借料

		会議を開催または展示会事業等を行う場合に会場費として支払われる経費



		

		会場整備費

		展示会事業等を行う場合に会場の装飾等を行うために支払われる経費



		

		印刷製本費

		展示会事業等を行う場合に内容を周知させるために配布するパンフレット・ポスター等を作成するために支払われる経費



		

		通信運搬費

		郵便代、運送代等として支払われる経費



		

		広告宣伝費

		事業遂行に必要な広告等を活用する費用として支払われる経費



		

		通訳・翻訳料

		通訳または翻訳を依頼する場合に支払われる経費



		

		委託費

		事業遂行に必要な調査等を委託する場合に支払われる経費（試作・開発費に係る部分を除く。）



		

		その他の経費

		上記以外の費用で、㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターが特に必要と認める経費





（２）補助対象経費の取扱い


　I　共通事項


　　①補助対象外経費について（事業全般）

　　　 以下に掲げる経費は補助対象外になります。


　　　・　交付決定日に着手済みの事業に関する経費（見積発注、検収、納品、代金支払等）


　　　・　連携体の企業からの機器の貸借費や加工費、物品の購入費等


　　　・　補助事業者（自社、親会社、子会社、関連会社および関係会社等）の利益相当額が含

まれる調達


　　　・　還付制度のある海外付加価値税（ＶＡＴ還付により、補助金返還相当額を返還してい

ただく場合があります。）


・　生産を行うための直接的な経費等（生産設備、システム導入および原材料等）

・　中古品の購入費

・　保証金、敷金、保険料、公租公課（消費税および地方消費税等）


・　飲食費、接待費、交際費、遊興・娯楽に要する費用


　※　補助対象となるか否かにつきましてご不明な点がございましたら、㈱繊維リソースい


　　　しかわまたは(公財)ふくい産業支援センターに事前にご確認ください。


②財産の取扱いについて


・　補助事業により取得した機械等の財産（機械装置・備品）または効用の増加した財産

（機械の改良・試作品（効用が増加した仕掛け品を含む）等）については、補助事業の

終了後も交付要綱に定める処分制限期間中は善良なる管理者の注意をもって管理し、補

助金交付の目的に従って効果的運用を図ってください。

これらの財産の処分等（目的外使用（事業の成果を活用せずに実施する生産活動への

転用等）、譲渡、貸付、廃棄等）に当たっては、事前に㈱繊維リソースいしかわまたは(公

財)ふくい産業支援センターの承認を得なければなりません。また、処分により収入があ

ると認められる場合、交付した補助金の全部または一部に相当する金額を㈱繊維リソー

スいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターに納付していただきます。

・　事業の成果を活用して実施する事業に使用するために、取得財産（設備のみ）を生産

活動へ転用（財産の所有者の変更を伴わない目的外使用）する場合は、事前に㈱繊維リ

ソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターの承認を得ることで、財産処分に

かかる収入の納付が免除されます。


　Ⅱ　各経費種別の取扱い


1 旅費全般（技術導入費含む）

・　海外旅費は海外における商談会および展示会へ参加する場合の経費を対象とします（２名限度）

・　交通費はグランクラス料金、グリーン料金およびのぞみ料金は対象外とします。ま

た、ガソリン代、タクシー代、レンタカー代も補助対象外となります。

・　航空機を利用した場合は、必ず半券を保管してください。


・　宿泊費について東京・大阪は10,900円を上限、その他は9,800円を上限とします。

②備品・原材料費

・　補助事業期間中に使用されない原材料については、補助対象外となります。

・　汎用性があり、補助対象事業以外に使用できる可能性が高いもの（パソコン、プリ


ンタなど）は補助対象外となります。


③外注加工費

　　　　・　見積書、発注書、注文書、注文請書、納品書等を証拠書類として整理・保管してく


ださい。


　　　　・　数量を「一式」とする場合は、その内訳表を作成してください。


④機械装置費

　　　　・　購入にあたっては、カタログ、仕様書、価格表、機種選定理由書、見積書、発注書


または注文書（写）、契約書、検収調書などを証拠資料として整理・保管してください。


　　　　・　改良にあたっても、上記に準じて証拠書類を整理・保管してください。


　　　　・　借用の場合で借用期間が補助対象期間を越える場合は、按分比例の方法により当該


補助対象期間分のみが対象となります。


　　　　・　数量を「一式」として購入等する場合は、その内訳表を作成してください。


　　　　・　取得または効用が増加した機械装置等については、備品台帳を設け、その保管状況


を明らかにし、補助事業が完了した後も善良な管理の下償却期間内保管してください。　

⑤産業財産権等取得費

　　 ・　国際特許出願に要する経費や、特許庁に納付される経費（特許出願手数料、審査請求料および特許料等）は補助対象外とします。


・　権利の出願が確認できる証拠書類を整理・保管してください。


⑥会場借料・会場整備費

・　展示会に出展する場合には、出展ブース、出展物の状況、当日の会場風景が分かる


写真などの証拠書類を保管・管理してください。

⑦広告宣伝費

　　　　・　新聞、雑誌、ホームページ作成等の広告などについては、販路開拓および製品のPR

　　　　　を行う場合のみ補助対象となります。

　　　　・　証拠書類として、発注書、注文書ならびに注文請書、納品書、請求書、領収書のほ


か、広告が掲載された新聞等を整理・保管してください。


（３）補助対象経費の支出にあたっての注意事項

　　　①　３万円未満の契約では見積書を徴しないことができます。１０万円以上の金額を支出

（契約）する場合は、原則、複数の業者から見積書（競争見積）を取り、相手方を決定

してください。ただし、特定の相手方でなければならない理由がある場合は、１社のみ

の見積書（特命随意契約）で可としますが、必ずその理由を書面により整備してくださ

い（相手方選定理由書）。

また、契約額が１００万円以上の場合は契約書を、５０万円以上の場合は請書を作成


してください。


②　補助金の使途を明確にして、証拠書類として見積書、注文書、契約書または注文請書、


納品書、検収書、請求書ならびに銀行振込依頼書（控）、取引先からの領収書、支払を証


明する書類等を整理し、十分に注意して保管、整備してください。


　③　補助事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、交付年度終了後５年間保存してください。

６．事業の流れ

（１）フローチャート

































（２）スケジュール


		日程

		内容



		平成２９年３月２１日～４月２１日

		公募



		平成２９年４月下旬～５月中旬

		ヒアリング・審査



		平成２９年５月下旬

		交付決定・事業開始





７．応募


（１）計画提出


次の書類を、持参もしくは郵送または宅配便にて、代表事業者が主たる事業所を有する県の窓口に２部提出してください（ＦＡＸ、メール等での提出は認められません）。

		提出書類

		備考



		事業計画書

		所定の事業計画書を提出してください。


様式は、㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターのホームページからダウンロードできます。

【㈱繊維リソースいしかわURL】


http://www.ita.or.jp/topics/1479.html

【（公財）ふくい産業支援センターURL】


http://www.fisc.jp/archives/cat3/h29seni.html



		過去２年間の決算書

（貸借対照表、損益計算書）

		直前に決算月が到来予定である場合や決算月が過ぎているが決算書が出来ていない場合などは、直近の残高試算表もご用意ください。


また、過去２年間の貸借対照表、損益計算書を用意できない場合などは、別途ご相談ください。



		役員の一覧表

		資本金の構成員およびその出資額が分かるものを提出してください。



		登記事項証明書等

		現在事項全部証明書


但し、個人の場合は住民票



		県税納税証明書

		県税に未納がない旨の証明書



		運営規約等

		運営規約など、グループの運営に関して分かるものを提出してください。





（２）提出期限


平成２９年４月２１日（金）１７：００（必着）


８．審査

（１）審査方法


・　事業計画につきまして、㈱繊維リソースいしかわおよび(公財)ふくい産業支援センター

とで設置する審査委員会にて、審査をいたします。


・　審査にあたり、事前に事業計画等に関しまして、ヒアリングを実施させていただくこと

があります。


・　審査方法は、審査基準により採点を行い、点数上位者から採択を決定いたします。


・　審査委員会は、非公開で行われ、審査経過に関する問い合わせには応じられません。


		区　分

		内　　　　　容



		新規性・競争優位性

		・社会的、地域的に新しい取組みであること。


・競合商品との比較において、競争優位性のある特徴を持っているか。



		市場性・成長性

		・販売ターゲットが明確であり、そのターゲットにニーズがあるか、またはニーズを掘り起こすことが可能であること。


・今後の事業拡大が見込める商品であるか。



		連携の有効性

		・事業遂行にあたり、県域を越えた連携体の構築により、連携事業者のノウハウ、技術等が十分に活用され、連携が有効に働いているか。



		実現可能性

		・事業実施に関する熱意、経験、知識が十分であること。


・組織的体制、資金計画、実施内容やスケジュール等が適正で合理性があるか。



		地域経済への波及性

		・地域の中小企業への波及効果や、地域イメージの向上など、地域経済の発展に貢献する可能性があるか。



		事業成果の妥当性

		・事業実施による成果目標が妥当か。





（２）審査基準


　　　次のような観点から、審査を実施いたします。


（３）採択件数（予定）


　　　３件程度

（４）通知


　　　審査結果につきましては、後日、㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターから通知いたします。その後、採択された方は、別途、交付に係る手続きを行っていただきます。なお、採択された場合であっても、予算の都合等により希望金額が減額される場合があります。


（５）その他


・　採択に係る会議等への出席および事業概要のプレゼン等をお願いすることがあります。

・　企業名、住所、電話番号、代表者名、事業名、事業期間、補助金額を公表する場合があ

ります。


９．補助金の交付

　 採択後、交付申請書（１部）を提出していただき、予算について確認させていただいた上で、

交付決定となります。その後、実績報告書を提出していただき、実地検査後に精算払となります。

補助金の支払先は連携体の代表事業者となります。

10．その他の留意点


補助事業として採択された場合は、以下につきまして、ご了承ください。


1 交付決定を受けた後、補助事業の経費の配分または内容を変更しようとする場合、もしくは補助事業を中止または廃止しようとする場合は、事前に承認を得なければなりません。


2 補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の確認ができない場合については、当該物件等に係る金額は、補助対象外となります。


③ 補助事業期間中の進捗状況確認および補助事業終了後の確定検査のため、㈱繊維リソースいしかわまたは(公財)ふくい産業支援センターが実地検査を行いますので、ご協力ください。

④ 補助事業者が「繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補助金の交付取消・返還、 


不正の内容の公表等を行うことがあります。


⑤ 補助事業終了後も、補助事業につきまして、その状況の報告（事業化状況報告）が必要です。



別記様式第１号（第５条関係）

番　　　　　号


年　　月　　日


株式会社繊維リソースいしかわ


　　代表取締役社長　　　　　　　様


　公益財団法人ふくい産業支援センター


　　理事長　　　　　　　　　　　様




　


所在地　　　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金事業計画書


　平成　　年度において、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金の交付を受けたいので、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により関係書類を添えて申請します。


記

１　事業計画書　　　別紙１のとおり

２　役員の一覧表

３　全部事項証明書の現在事項証明書（またはこれに準ずるもの）

４　最近２カ年の決算書の写し


（貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書（直近２期分）（個人事業者の場合は税務申告書）

５　県税に未納がない旨の証明書

６　連携体に関する規約案等


７　その他の参考となる資料


※２から５については連携企業すべてについて提出すること


別紙１

繊維企業連携新素材開発等支援事業計画書

　（１）申請者（代表企業）および連絡担当者

		１．申請者（代表企業）



		

		フリガナ：

名　　称：

 代表者名および役職名：

 住　　所：〒

 電話番号：

 ＵＲＬ：



		

		設立日

		      年   　月    日



		２．連絡担当者



		

		連絡担当者名および役職名：

 住　　所：〒

 電話番号：

 ＦＡＸ番号：

 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：






（２）その他連携企業および連絡担当者

		１．連携企業①および連絡担当者



		

		フリガナ：

名　　称：

 代表者名および役職名：

 住　　所：〒

 電話番号：

 ＵＲＬ：



		

		設立日

		      年   　月    日



		２．連絡担当者



		

		連絡担当者名および役職名：

 住　　所：〒

 電話番号：

 ＦＡＸ番号：

 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：





		１．連携企業②および連絡担当者



		

		フリガナ：

名　　称：

 代表者名および役職名：

 住　　所：〒

 電話番号：

 ＵＲＬ：



		

		設立日

		      年   　月    日



		２．連絡担当者



		

		連絡担当者名および役職名：

 住　　所：〒

 電話番号：

 ＦＡＸ番号：

 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：





　（３）事業内容

		１．実施計画名





		２．背景・現状





		３．事業内容





		４．素材・製品の特徴



		

		(１)新規性





		

		(２)競合する素材・製品（競合に対する優位性）





		５．各企業の強み（固有の技術等）





		６．各企業が連携することによる相乗効果と課題





		７．需要開拓



		

		(１)市場ニーズおよび想定顧客





		

		(２)営業・広告手段（出展予定展示会等）





		

		(３)販売先





		８．事業目標





		９．地域経済、産業への貢献、波及効果等





		10．実施日程および計画

　（開始予定）平成　年　月　日

　（完了予定）平成　年　月　日

実施内容

（素材開発点数および売上計画についても記載すること）

（H  . ～ H  . ）

２年目（今後の展望）

（H  . ～ H  . ）

３年目（今後の展望）

（H  . ～ H  . ）







		11．事業実施体制





		12．補助金の交付を受けた実績および当該年度の他の補助金への申請状況（予定を含む）







（４）本年度の経費明細表

		１．資金調達内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）

区　　　　分

金　　　額

説　　　　　明

事業補助金

円

自己資金

円

借入金

円

その他

円

合計

円





		２．経費明細表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

区　　　分

事業費


（円）

補助対象経費


（円）

補助


希望額


（円）

経費の積算

添付

書類

経費区分

内　容

補助対象経費

試

作


・


開


発


費

小　計

販

路


開


拓


費

小　計

合　　　計

補助対象外経費

総合計

　





連携体の規約例

　株式会社Ａ、株式会社Ｂおよび株式会社Ｃ（以下個別に各法人等を称するときは「契約者」という。）は、次の各条項に従い、○○○○○事業（以下「本事業」という。）を遂行するため、連携体規約（以下「本規約」という。）を締結する。


第１章　基本的事項


（事業の目的）


第1条 　本事業は、契約者相互間の信頼関係を基盤として、それぞれの持つ情報や技術力を


活用し、対等な立場で連携して行う新商品の開発、製造、販売を目的とする。


（連携事業の内容）


第２条　契約者が、連携して実施する事業の内容は次のとおりとする。


　（１）○○○開発事業

（２）○○○販路開拓事業

（業務の範囲）


第3条 　本事業で行う業務は、前条で定める連携事業の内容に関するあらゆる業務を含む


ものとする。


２　本規約は、契約者が前条で定める連携事業の内容の他に行う新商品開発等を規制または

抑制するものではない。


（代表者の設置）


第４条　本事業の実施について、株式会社Ａを代表者とする。


２　本事業の代表者は、本事業の実施に関し、契約者を代表して、対外的連絡調整を行うものとする。


（運営委員会）


第５条　本事業を遂行するため、各契約者を代表する委員各１名をもって構成する運営委員会（以下「本委員会」という。）を設け、本事業に関する事項を協議の上、決定するものとする。


２　本委員会の事務局は、株式会社Ａに置く。


３　本委員会では、次の事項を協議する。


　ア　本事業の実施方針に関する事項


　イ　本事業の事業計画に関する事項


　ウ　予算に関する事項


　エ　決算に関する事項


　オ　役割分担に関する事項


　カ　費用負担および収入配分に関する事項


　キ　本規約の変更に関する事項


　ク　その他事業の実施に関する事項


第２章　情報の交換および秘密保持

（資料、情報の交換）


第６条　契約者は、本規約の有効期間中、本事業の遂行に必要な各契約者が所有する資料、情報を相互に交換する。ただし、第三者との契約により秘密保持義務を負っているものは、この限りではない。


（秘密保持）


第７条　契約者は、秘密情報を善良なる管理者の注意義務をもって保持し、これを第三者に開示、漏洩せず、また本事業の目的以外に流用しないものとする。


第３章　商品開発および販路開拓


（商品開発および販路開拓）


第８条　契約者は、運営委員会において定めた役割分担により○○○○を開発し、販路開拓


を行う。


（商品開発および販路開拓の費用負担）


第９条　契約者は、商品開発および販路開拓を行うにあたり、運営委員会において定めた費


用負担割合によりその費用を分担する。


（第三者との共同事業の制限）


第１０条　契約者は、他の契約者全ての同意なくして本事業と同一目的の事業の全部又は一部を第三者と共同して行い、又は第三者から受託してはならない。


（成果の取扱およびその帰属）


第１１条　商品開発の成果とは、本商品開発により得られた実用新案、意匠、商標等の成果をいう。


２　前項に定める本商品開発の成果は原則として契約者の共有とする。

第４章　そ の 他


（参加）


第１２条　本事業に新たに参加したいとの申し込みがあったときは、契約者の合意により、新たな者の参加を認めることができる。


２　前項により参加を認める場合、新たな者と契約者は、本規約について新たに契約を締結するものとする。


（脱退）


第１３条　契約者は、いずれの責にも属さない理由により本規約を継続しがたい特別の事情が生じた場合には、他の契約者と協議の上、本事業から脱退することができる。


２　前項の場合、脱退する契約者につき、脱退する時点までに本事業の遂行に要した費用を集計し、本規約に定める費用負担の割合による費用を負担させるものとする。


（除名）


第１４条　契約者のいずれかの者が次の各号のいずれかに該当するとき、その契約者を除いた全ての契約者は、その契約者に対し該当する旨通知するとともに、その契約者に弁明の機会を与えた上で、その契約者を本事業から脱退させることができる。


　　（１）正当な事由なく本事業の遂行に協力しないとき


　　（２）本事業の履行に関し、不当または不正の行為があったとき


　　（３）本規約に違反したとき


２　前条第２項の規定を、前項の場合に準用する。


（損害賠償）


第１５条　契約者は、本規約に違反して、他の契約者に損害を与えたとき、それによって生


じた損害を賠償しなければならない。


（有効期間）


第１６条　本規約の存続期間は、○年とする。


２　前項の存続期間は、契約者全員の同意を得て、これを変更することができる。


（本規約に定めのない事項）


第１７条　本規約に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。


本規約の成立を証するため、本書３通を作成し、各契約者記名捺印の上、各1通を保有する。


平成　　年　　月　　日


株式会社Ａ　代表取締役　○○○○　印


株式会社Ｂ　代表取締役　○○○○　印


株式会社Ｃ　代表取締役　○○○○　印


　※商品開発や販路開拓だけでなく量産品の製造・販売まで事業が進んだ際には、グループ


内での取引条件（費用やリスクの負担、収益の分配等必要と思われる事項）について、


規約に追加するか、別途契約を結ぶなどしてください。

①公　募







②計画提出







④採　択















補助事業者



（代表事業者）







㈱繊維リソース



いしかわ







⑤交付申請







⑥交付決定







　　　（⑦中間検査等）







（公財）ふくい



産業支援センター







⑧実績報告







⑨確定検査







　　⑩補助金請求







⑪補助金交付







③審査







（注）申請書、実績報告書等の提出については、連携体の代表事業者が、自社が主たる事業所を有する県の窓口に提出する。







審査委員会







申請様式







※上段に代表企業が主たる事業所を置く



県の支援機関を記載すること







取組内容�

実施時期（平成30年3月末まで）�
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任意様式
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